
主 な 補 正 項 目

(単位:千円)１ 社会基盤・生活基盤整備
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

公共事業 2,855,045 ○国補助・交付金及び国直轄事業の内示等 農林水産部

に伴う補正 土 木 部

①補助公共 7,795,837特別会計を

道路整備、港湾整備、砂防事業、含む合計額

2,894,645 農道整備、ほ場整備、治山事業等

②単独公共 ▲3,529,116

災害関連（急傾斜地、治山等）203,900

補助事業への振替による減等

▲3,733,016

③直轄負担金 ▲1,450,366

道路事業、河川事業等

④維持修繕 244,735

⑤受託 ▲206,045

公共事業事前調査費 95,000 ○災害復旧・災害関連事業を円滑に推進す 農林水産部

るために必要な調査、設計費 土 木 部



(単位:千円)２ 雇用対策
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

新 特例子会社等設立支援 5,000 ○障がい者の安定的な雇用の確保に向け、 商工労働部

[雇用政策課]事業 特例子会社等の設立を支援

・助成対象：県内で新たに特例子会社又は

重度障害者多数雇用事業所の

設立認定を受けた者

・対象経費：特例子会社等の設立・認定申

請に係る経費

・助 成 率：2/3以内

・助成限度額：5,000千円

■特例子会社制度

事業主が障がい者の雇用に特別の配慮を

した子会社を設立し、一定の要件を満たす場

合には、特例としてその子会社に雇用されて

いる労働者を親会社に雇用されているものと

みなして、障害者雇用促進法上の実雇用率

を算定できることとする制度



(単位:千円)３ 農林水産業対策
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

しまねの農地再生・利 135,194 ○農地の有効利用及び耕作放棄のおそれの 農林水産部

[農業経営課]活用促進事業 ある農地の保全管理を支援

・農地利用集積事業（面的集積）

農地利用集積円滑化団体が農地の調整

を実施し、担い手へ農地の集積を行っ

た場合に、国交付金により助成

（交付金単価)20千円／10a

(実施面積)当初見込み 120ha

→追加実施後 715ha

新 漁業経営セーフティー 60,000 ○今年度に創設された燃油価格高騰時の国 農林水産部

[水 産 課]ネット支援事業 の補てん金制度「漁業経営セーフティー

ネット構築事業」と協調して、漁業者負

担の軽減を図るため、基金造成費を助成

［基金造成費の助成額］

60,000千円（H22～24の３か年分)

［事業主体］

ＪＦしまね、漁協

［漁業者への助成］

国のセーフティーネット発動時に、基金

を取り崩して助成

(助成期間)

Ｈ２２～２４

(助成額)

過去２か年の平均原油価格×1.2％

×セーフティーネット申込数量

1.2％は、平均価格と国制度発動

基準の間(15％)に占める全国平均

と比較して燃油費負担が大きい部

分の１／２

国
（1/2）

漁業者
（1/2）

県

漁業者
過去２か年の
平均原油価格
(１００％)

国制度の

発動基準

(平均価格の

 １１５％超）

［県制度］
 １．２％



(単位:千円)４ 商工業振興
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

新 収益体質強化資金 制度創設 ○中長期的な視点に立った経営戦略に基づ 商工労働部

[中小企業課]（県制度融資） き設備投資を行う企業への融資制度を創

設し、企業の収益体質の強化を支援

■収益体質強化資金の概要

資金使途 設備資金
運転資金

（設備投資がある場合に限る）

限度額 ８，０００万円 １億２，０００万円

融資期間 １５年 １０年

（据置） （１年以内） （１年以内）

対象期間

融資枠 ２０億円

平成２２年１０月１日 ～ 平成２５年３月３１日

責任共有対象外　１．７０％

責任共有対象　 　１．８５％

収益体質の強化を図ろうとする中小企業者で、次の全ての要件を満たす者

融資利率

　・収益体質が強化される計画を策定し、商工団体が確認すること

　・設備投資が行われること

　・商工団体の指導を継続して受ける体制が確保されていること

対象者



(単位:千円)５ 医療の確保
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

新 地域医療再生臨時特例 100,000 ○県内のＪＡからの寄附金１億円をドクタ 健康福祉部

[医療政策課]基金（ドクターヘリ運 ーヘリ運営資金として地域医療再生臨時

営分）積立金 特例基金へ積立て

医療施設耐震化臨時特 654,511 ○大規模地震等の災害時に重要な役割を果 健康福祉部

[医療政策課]例交付金事業 たす災害拠点病院、第二次救急医療機関

の耐震改修に係る事業主負担を軽減する

ため、国の交付金及び地域活性化・経済

対策調整基金を活用して助成

［対象医療機関］

隠岐病院、六日市病院、西川病院

新 県立中央病院統合情報 債務負担 ○電子カルテ、医事会計システムなど県立 病 院 局

［ ］システム更新整備費 行為 中央病院の運営を支える統合情報システ 県立病院課

（病院事業会計） ムの定期更新及び機能拡充

［期 間］H22～H24

［限度額］1,130,000千円



(単位:千円)６ 子育て支援
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

新 ひとり親家庭等在宅就 20,200 ○厳しい雇用情勢が続く中で、特に就労が 健康福祉部

[青少年家庭課]業支援事業 困難になっているひとり親家庭の親等を

対象に、ＩＴを用いて、子育てと仕事の

両立を図りやすい働き方であるテレワー

クによる在宅就業機会の創出を図る（国

基金事業）

［対象者］ひとり親家庭の親、寡婦、

障がい者、高齢者から40名程度

［期 間］H22～23

[債務負担行為]

・期 間 H23

・限度額 78,800千円



(単位:千円)７ 福祉の充実
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

介護拠点等の緊急整備 1,046,414 ○介護ニーズに対応し、小規模特別養護老 健康福祉部

[高齢者福祉課]事業 人ホーム等やスプリンクラーの整備に係

る事業主負担を軽減するため国交付金及

び地域活性化・経済対策調整基金を活用

して助成

①小規模特別養護老人ホーム等の整備費

の一部を助成

・継ぎ足し補助を行った市町村に対し

て地域活性化・経済対策調整基金か

ら上乗せ補助を行う

・H23整備計画の前倒し分

②消防法施行令改正によるスプリンク

ラーの設置経費の一部を助成

離職者等の住まい対策 110,799 ○離職者等、求職中の生活困窮者に対する 健康福祉部

[地域福祉課]事業 生活、就労、住宅等に係る支援のため、

緊 急 雇 用 創 出 事 業 臨 時 特 例 基 金

（国１０／１０）を活用して助成

①住宅手当緊急特別措置

・住宅手当支給6か月→9か月

［実施主体］市町村

②生活保護受給者に対する就労支援

・就労支援員の配置等実績による増

［実施主体］市町村

③生活福祉資金相談体制整備事業費

・生活福祉資金相談員の配置等実績に

よる増

［実施主体］県・市町村社会福祉協

議会



(単位:千円)８ 教育の充実
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

私立学校生徒確保事業 35,734 ○私立高等学校等が低所得世帯の生徒を対 総 務 部

[総 務 課]象に行う授業料減免に対する補助制度を

見直し

・減免対象者（区分）の見直し

県単独制度の対象を国制度にあわせる

・減免対象額の増額

市町村民税所得割額非課税世帯（年収

250万円未満程度）に対して授業料の

全額を免除

新 島根県立大学看護学部 76,206 ○医療技術の高度化・専門化に対応した看 総 務 部

[総 務 課]設置（四年制大学化） 護教育を充実するため、県立大学短期大

事業 学部看護学科を四年制大学へ移行

・移行時期 Ｈ２４年度開学を目指す

・Ｈ２２事業

増築、改修部分の実施設計

地質調査、準備経費 など

[減免対象額（月額）の比較] （単位：円）

現行制度 新制度

区分 上限額 区分 上限額

①生活保護 全額 同左 全額

②市町村民税非課税 19,800 市町村民税所得割額非課税 全額

③市町村民税均等割のみ （年収250万円未満程度）

市町村民税所得割額18,900円未満 19,800

④児童扶養手当受給等 19,800 (年収250～350万円未満程度)

－上記に該当しないものは対象外(※)

(※)在校生で新制度の適用除外となる者については、経過措置として現行制度を卒業まで適用



(単位:千円)９ 防犯対策
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

防犯環境づくり交付金 27,000 ○通学路など防犯灯の設置が必要な箇所 環境生活部

[環境生活総事業 で、自治会のエリア外など自治会では対

務課]応が困難なもの等について、市町村が新

たに設置する場合に設置経費を助成

[補助率]防犯灯設置に係る市町村の実負

担額の１／２

[事業期間]H21～H23

[設置箇所数]

当初見込 11市町 488カ所

補 正 後 15市町 1,701カ所



(単位:千円)１０ その他
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

新 市町村合併準備交付金 10,000 ○法定合併協議会などの合併準備に要する 地域振興部

[市町村課]経費を支援

[交付先] 法定合併協議会の構成市町

[交付率] １／２

[上限額] ５百万円／法定合併協議会

新 市町村合併支援交付金 制度創設 ○合併特例法による市町村基本計画に定め 地域振興部

[市町村課]られた事業の実施等を支援

[交付先]

H13.3に県が作成した合併パターンに基

づき、現在まで継続して合併協議がなさ

れてきた地域（松江市・東出雲町、出雲

市・斐川町）で、合併を行った市

[交付方法]

合併時に一括交付

[交付額]

２．５億円／合併市

（前回の合併時に合併していれば交付し

た額と、過去に交付した額との差額）

しまね長寿の住まいリ 84,000 ○既存一戸建て住宅のバリアフリー改修工 土 木 部

[建築住宅課]フォーム助成事業 事費の一部を助成する助成枠を拡充

［事業期間］Ｈ２１～２３

［Ｈ２２助成戸数］１００戸→３００戸

［助成額］

工事費の２３％（上限４０万円）

［事業主体］

(財)島根県建築住宅センター

新 糸谷川汚泥浚渫事業 17,000 ○江津市桜江町江尾地区の糸谷川砂防堰堤 農林水産部

[農畜産振興課]内に堆積した汚泥を、環境保全及び河川

管理上の必要から浚渫

※原因を特定し、原因者負担を求

めていく方針
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